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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第73期

第２四半期
連結累計期間

第74期
第２四半期
連結累計期間

第73期

会計期間

自2022年
12月１日
至2023年
５月31日

自2023年
12月１日
至2024年
５月31日

自2022年
12月１日
至2023年
11月30日

売上高 （千円） 4,267,480 4,509,759 9,292,048

経常利益 （千円） 193,317 307,368 190,909

親会社株主に帰属する四半期（当期）純利

益
（千円） 181,851 200,569 157,795

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 208,597 247,317 244,943

純資産額 （千円） 4,200,409 4,439,474 4,214,481

総資産額 （千円） 7,048,849 7,317,061 9,614,889

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 209.21 230.21 181.34

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）

純利益
（円） - - -

自己資本比率 （％） 59.6 60.7 43.8

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 2,514,835 2,272,414 419,754

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △22,281 △21,065 △114,256

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） △1,946,177 △2,429,028 678,124

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残

高
（千円） 1,308,179 1,567,745 1,745,424

 

回次
第73期

第２四半期
連結会計期間

第74期
第２四半期
連結会計期間

会計期間

自2023年
３月１日
至2023年
５月31日

自2024年
３月１日
至2024年
５月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 216.19 246.20

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】
　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。
　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1) 経営成績の分析

①経営成績の概況

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、政府による各種政策の効果もあり、雇用情勢や個人消費は

ともに改善の動きがみられ、緩やかな回復基調で推移しました。

　しかしながら、世界的には中東情勢の地政学的リスク、ウクライナの戦争の長期化やエネルギー価格、原材料価

格の高止まり等は懸念材料であり、加えて米欧の金融引締めによる景気減速懸念と中国経済回復鈍化傾向等も経済

に与える影響として引続き注視すべき状況が続いています。

　自然災害の激甚化・頻発化やインフラの老朽化、二酸化炭素排出量削減、防衛力増強等は我が国が直面する内外

の重要問題です。建設コンサルタント及び地質調査業界におきましては、国土強靭化のための５カ年加速化対策後

もこれらを継続的・安定的に推進する「改正国土強靭化基本法」が昨年成立し、また再生可能エネルギーを担う洋

上風力発電事業及び防衛施設増強のための整備事業も精力的に行われており、国内公共事業を取り巻く環境はおお

むね順調に推移するものと予想されます。

　こうした状況の中、当社グループはコア技術を活かした点検、診断、維持対策工法検討など予防保全業務に注力

するとともに、地質リスクに対応した保有・先端技術を活かした提案力をもって、国土強靭化推進業務をはじめと

する自然災害・防災関連等の業務、道路・下水道維持管理をはじめとするインフラメンテナンス業務、再生可能エ

ネルギー、海洋資源開発等、関連業務に全社員協力一致のもと取り組んだ結果、当第２四半期連結累計期間の経営

成績は、次のとおりとなりました。

　受注高は78億93百万円（前年同期比24.8％増）、売上高は45億９百万円（前年同期比5.7％増）、営業利益は２

億69百万円（前年同期比77.2％増）、経常利益は３億７百万円（前年同期比59.0％増）、親会社株主に帰属する四

半期純利益は２億円（前年同期比10.3％増）となりました。

 

②売上高の季節的変動について

　当社グループは、官公庁・公共企業体をはじめとする公共部門との取引率が高いことから、納期の関係もあり、

売上高・利益ともに第２四半期と第４四半期に集中するという季節変動の傾向があります。

 

(2) 財政状態の分析

（資産）

　当第２四半期連結会計期間末における資産合計は、73億17百万円（前連結会計年度比22億97百万円減）となりま

した。主な増減内訳は、完成調査未収入金及び契約資産17億23百万円（前連結会計年度比18億12百万円減）、現金

及び預金15億88百万円（前連結会計年度比１億77百万円減）、未成調査支出金２億97百万円（前連結会計年度比２

億26百万円減）等であります。

（負債）

　当第２四半期連結会計期間末における負債合計は、28億77百万円（前連結会計年度比25億22百万円減）となりま

した。主な増減内訳は、短期借入金3億20百万円（前連結会計年度比24億50百万円減）、調査未払金３億74百万円

（前連結会計年度比４億２百万円減）、賞与引当金２億11百万円（前連結会計年度比２億３百万円増）等でありま

す。

（純資産）

　当第２四半期連結会計期間末における純資産合計は、44億39百万円（前連結会計年度比２億24百万円増）となり

ました。主な増減内訳は、利益剰余金29億89百万円（前連結会計年度比１億78百万円増）等であります。
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(3) キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、15億67百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、22億72百万円の増加（前年同四半期累計期間は25億14百万円増加）とな

りました。これは、売上債権の減少17億99百万円、仕入債務の減少４億２百万円、税金等調整前四半期純利益３億

７百万円、棚卸資産の減少２億27百万円等があったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、21百万円の減少（前年同四半期累計期間は22百万円減少）となりまし

た。これは、保険積立金の積立による支出８百万円、有形固定資産の取得による支出８百万円、無形固定資産の取

得による支出７百万円等があったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、24億29百万円の減少（前年同四半期累計期間は19億46百万円減少）とな

りました。これは、短期借入金の減少24億50百万円、長期借入れによる収入１億75百万円、社債の償還による支出

50百万円、リース債務の返済による支出49百万円、長期借入金の返済による支出31百万円等があったことによるも

のであります。
 

(4) 経営方針・経営戦略等

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。
 

(5) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(6) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

 

(7) 研究開発活動

　当社グループの調査コンサルタントとしての業務は、その全てが高度な技術力によって支えられており、その向

上と新分野、新技術の開発は不可欠なものであります。この為当社グループは、地盤に関連した広範囲な課題に対

する最適なソリューションを提供することを目的として、国、独立行政法人、大学等の研究機関ならびに民間の研

究機関との連携による共同研究開発を積極的に進めており、研究開発費の執行状況は22百万円であります。

 

３【経営上の重要な契約等】
当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 3,400,000

計 3,400,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現

在発行数（株）
（2024年５月31日）

提出日現在発行数（株）
（2024年７月12日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引

業協会名
内容

普通株式 1,057,980 1,057,980
東京証券取引所

スタンダード市場
単元株式数100株

計 1,057,980 1,057,980 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2024年３月１日～

2024年５月31日
－ 1,057,980 － 819,965 － 826,345
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（５）【大株主の状況】

  2024年５月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

株式会社日本カストディ銀行（信

託Ｅ口）
東京都中央区晴海１丁目８番12号 74 8.40

三木　健嗣 神奈川県大和市 52 5.89

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１丁目５番５号 42 4.76

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番２号 32 3.71

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 32 3.62

川崎地質従業員持株会 東京都港区三田二丁目11番15号 24 2.80

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１番１号 24 2.71

内藤　正 神奈川県海老名市 22 2.58

篠川　宏明 埼玉県久喜市 22 2.50

友田　万里子 神奈川県逗子市 22 2.47

計 － 350 39.46

　（注）１．上記のほか、自己株式が168千株あります。

　　　　２．株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）の所有株式（74千株）は、「役員株式給付信託（ＢＢＴ）」制度

に係る当社株式（17千株）を含んでおります。四半期連結財務諸表においては自己株式として処理しており

ますが、発行済株式総数（自己株式を除く。）に対する所有株式数の割合からは控除しておりません。

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2024年５月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）（注） 普通株式 186,600 177 －

完全議決権株式（その他） 普通株式 866,300 8,663 －

単元未満株式 普通株式 5,080 －
１単元(100株)未満の

株式

発行済株式総数  1,057,980 － －

総株主の議決権  － 8,840 －

　（注）「完全議決権株式（自己株式等）」欄の普通株式数には、「役員株式給付信託（ＢＢＴ）」の導入に伴い、株式

会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する17,700株（議決権の数177個）が含まれております。なお、当

該議決権の数177個は、議決権不行使となっております。
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②【自己株式等】

    2024年５月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

川崎地質株式会社
東京都港区三田二

丁目11番15号
168,900 17,700 186,600 17.64

計 － 168,900 17,700 186,600 17.64

 

（注）他人名義で所有している理由等

保有理由 名義人の氏名又は名称 名義人の住所

「役員株式給付信託（ＢＢＴ）」制度の

信託財産として17,700株保有

株式会社日本カストディ銀行

（信託Ｅ口）
東京都中央区晴海１丁目８番12号

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2024年３月１日から2024

年５月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（2023年12月１日から2024年５月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、みおぎ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

（2023年11月30日）
当第２四半期連結会計期間

（2024年５月31日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,766,121 1,588,442

受取手形 12,549 26,067

完成調査未収入金及び契約資産 3,536,204 1,723,654

未成調査支出金 523,641 297,393

材料貯蔵品 1,942 948

その他 144,009 69,965

貸倒引当金 △9,296 △168

流動資産合計 5,975,172 3,706,303

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 695,941 682,146

機械装置及び運搬具（純額） 166,405 147,272

土地 1,538,475 1,538,475

リース資産（純額） 185,728 153,550

建設仮勘定 1,540 -

その他（純額） 2,438 2,797

有形固定資産合計 2,590,529 2,524,242

無形固定資産 56,982 51,511

投資その他の資産   

投資有価証券 623,800 690,343

長期貸付金 528 2,312

繰延税金資産 124,748 104,714

その他 246,127 237,634

貸倒引当金 △3,000 -

投資その他の資産合計 992,204 1,035,004

固定資産合計 3,639,717 3,610,758

資産合計 9,614,889 7,317,061

負債の部   

流動負債   

調査未払金 776,981 374,198

短期借入金 2,770,000 320,000

１年内償還予定の社債 100,000 100,000

１年内返済予定の長期借入金 13,596 68,588

リース債務 94,893 85,660

未払法人税等 135 119,285

賞与引当金 8,206 211,512

未成調査受入金 216,305 282,583

その他 333,235 233,165

流動負債合計 4,313,353 1,794,994

固定負債   

社債 200,000 150,000

長期借入金 84,665 172,875

リース債務 137,031 102,759

役員退職慰労引当金 6,198 6,626

退職給付に係る負債 613,825 593,781

その他 45,332 56,550

固定負債合計 1,087,053 1,082,593

負債合計 5,400,407 2,877,587
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

（2023年11月30日）
当第２四半期連結会計期間

（2024年５月31日）

純資産の部   

株主資本   

資本金 819,965 819,965

資本剰余金 826,345 826,345

利益剰余金 2,811,460 2,989,804

自己株式 △528,874 △528,973

株主資本合計 3,928,896 4,107,140

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 280,608 327,107

退職給付に係る調整累計額 4,976 5,225

その他の包括利益累計額合計 285,585 332,333

純資産合計 4,214,481 4,439,474

負債純資産合計 9,614,889 7,317,061
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2022年12月１日
至　2023年５月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2023年12月１日
至　2024年５月31日）

売上高 4,267,480 4,509,759

売上原価 2,990,193 3,146,915

売上総利益 1,277,286 1,362,843

販売費及び一般管理費 ※１ 1,125,192 ※１ 1,093,393

営業利益 152,094 269,450

営業外収益   

受取利息 239 16

受取配当金 7,692 9,935

受取手数料 5,946 5,889

固定資産賃貸料 35,367 33,165

その他 10,039 7,866

営業外収益合計 59,286 56,874

営業外費用   

支払利息 17,787 18,602

その他 276 354

営業外費用合計 18,063 18,957

経常利益 193,317 307,368

特別利益   

負ののれん発生益 78,293 -

特別利益合計 78,293 -

税金等調整前四半期純利益 271,611 307,368

法人税等 89,760 106,798

四半期純利益 181,851 200,569

親会社株主に帰属する四半期純利益 181,851 200,569
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2022年12月１日
至　2023年５月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2023年12月１日
至　2024年５月31日）

四半期純利益 181,851 200,569

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 23,846 46,498

退職給付に係る調整額 2,899 248

その他の包括利益合計 26,745 46,747

四半期包括利益 208,597 247,317

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 208,597 247,317
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2022年12月１日
至　2023年５月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2023年12月１日
至　2024年５月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 271,611 307,368

減価償却費 100,228 98,690

負ののれん発生益 △78,293 -

貸倒引当金の増減額（△は減少） 30,758 △12,127

賞与引当金の増減額（△は減少） 232,409 203,306

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 213 427

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 7,580 △20,044

受取利息及び受取配当金 △7,932 △9,952

支払利息 17,787 18,602

売上債権の増減額（△は増加） 2,011,520 1,799,033

棚卸資産の増減額（△は増加） 254,261 227,241

仕入債務の増減額（△は減少） 105,225 △402,783

未成調査受入金の増減額（△は減少） 103,892 66,278

未払費用の増減額（△は減少） △357,904 △174,688

未払又は未収消費税等の増減額 △31,575 61,633

その他 △9,668 60,537

小計 2,650,113 2,223,522

利息及び配当金の受取額 7,932 9,952

利息の支払額 △18,108 △18,649

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △125,101 57,589

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,514,835 2,272,414

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △51,580 △8,376

有形固定資産の売却による収入 - 16

無形固定資産の取得による支出 △5,205 △7,277

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による収入 31,979 -

貸付けによる支出 - △2,500

貸付金の回収による収入 574 264

その他 1,950 △3,191

投資活動によるキャッシュ・フロー △22,281 △21,065

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,800,000 △2,450,000

長期借入れによる収入 - 175,000

長期借入金の返済による支出 △26,251 △31,798

社債の償還による支出 △50,000 △50,000

リース債務の返済による支出 △47,634 △49,905

配当金の支払額 △22,291 △22,225

その他 - △99

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,946,177 △2,429,028

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 546,376 △177,679

現金及び現金同等物の期首残高 761,802 1,745,424

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 1,308,179 ※ 1,567,745
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税

率を使用する方法によっております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

 

（追加情報）

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

（1）役員株式給付信託（ＢＢＴ）

　当社は、役員等に対して業績や株価を意識した経営を動機付け、かつ株主との利益意識を共有することを目的

として、「役員株式給付信託（BBT）」を導入しております。

①取引の概要

　本制度は、あらかじめ当社が定めた役員株式給付規程に基づき、受益者要件を満たした者に対して当社株式を

給付する仕組みです。給付する株式については、あらかじめ信託設定した金銭により将来分も含め取得し、信託

財産として分別管理するものとします。

②会計処理

　「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　2015

年３月26日）に準じております。

③信託が保有する自社の株式に関する事項

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く）により、純資産の部に自己株式

として計上しております。当第２四半期連結会計期間における当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、44,360千

円、17,744株であります。

 

（2）従業員株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）

　当社は、従業員の新しい福利厚生サービスとして自社の株式を給付し、当社の株価や業績との連動性をより高

め、経済的な効果を株主の皆様と共有することにより、株価及び業績向上への従業員の意欲や士気を高めること

を目的として、「従業員株式給付信託（J-ESOP）」を導入しております。

①取引の概要

　本制度は、あらかじめ当社が定めた株式給付規程に基づき、当社の従業員が退職した場合に当該退職者に対し

当社株式を給付する仕組みです。

　当社は、従業員に勤続や成果に応じてポイントを付与し、従業員の退職時に累積したポイントに相当する当社

株式を給付します。退職者に対し給付する株式については、あらかじめ信託設定した金銭により将来分も含め取

得し、信託財産として分別管理するものとします。また、信託銀行は制度加入者である当社従業員（信託管理

人）の指図に基づき議決権を行使します。

　本制度の導入により、従業員の勤労意欲や株価への関心が高まるほか、優秀な人材の確保にも寄与することが

期待されます。

②会計処理

　「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号2015年

３月26日）第20項を適用し、従来採用していた方法を継続しております。

③信託が保有する自社の株式に関する事項

　ア．信託における帳簿価額は、当第２四半期連結会計期間149,647千円であります。信託が保有する自社の株

　　　式は、株主資本において自己株式として計上しておりません。

　イ．期末株式数は、当第２四半期連結会計期間は56,900株であります。期中平均株式数は、当第２四半期連

　　　結会計期間は58,729株であります。期末株式数及び期中平均株式数は、１株当たり情報の計算上、控除

　　　する自己株式数に含めておりません。
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（四半期連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

 
　前第２四半期連結累計期間

（自 2022年12月１日
　　至 2023年５月31日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 2023年12月１日

　　至 2024年５月31日）

給料及び手当 451,566千円 451,320千円

賞与引当金繰入額 109,489 94,670

退職給付費用 14,593 13,686

貸倒引当金繰入額 30,758 △12,127

 

　２　売上高の季節的変動

　　前第２四半期連結累計期間（自　2022年12月１日　至　2023年５月31日）

　　　　当社グループは、官公庁・公共企業体をはじめとする公共部門との取引率が高いことから、納期の関係

　　　もあり、売上高・利益ともに第２四半期と第４四半期に集中するという季節的変動の傾向があります。

 

　　当第２四半期連結累計期間（自　2023年12月１日　至　2024年５月31日）

　　　　当社グループは、官公庁・公共企業体をはじめとする公共部門との取引率が高いことから、納期の関係

　　　もあり、売上高・利益ともに第２四半期と第４四半期に集中するという季節的変動の傾向があります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自 2022年12月１日
至 2023年５月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2023年12月１日
至 2024年５月31日）

現金及び預金勘定 1,308,179千円 1,588,442千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 － △20,697

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,308,179 1,567,745

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2022年12月１日　至　2023年５月31日）

１．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年２月27日

定時株主総会
普通株式 22,226 25 2022年11月30日 2023年２月28日 利益剰余金

（注）2023年２月27日開催の定時株主総会決議による配当金の総額には、「従業員株式給付信託（J-ESOP）および

役員株式給付信託（BBT）制度」が保有する当社株式に対する配当金2,062千円が含まれております。

 

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発

生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年７月13日

取締役会
普通株式 22,226 25 2023年５月31日 2023年８月４日 利益剰余金

（注）2023年７月13日開催の取締役会決議による配当金の総額には、「従業員株式給付信託（J-ESOP）および役員

株式給付信託（BBT）制度」が保有する当社株式に対する配当金1,946千円が含まれております。
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２．株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2023年12月１日　至　2024年５月31日）

１．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年２月27日

定時株主総会
普通株式 22,225 25 2023年11月30日 2024年２月28日 利益剰余金

（注）2024年２月26日開催の定時株主総会決議による配当金の総額には、「従業員株式給付信託（J-ESOP）および

役員株式給付信託（BBT）制度」が保有する当社株式に対する配当金1,946千円が含まれております。

 

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発

生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年７月11日

取締役会
普通株式 22,224 25 2024年５月31日 2024年８月５日 利益剰余金

（注）2024年７月11日開催の取締役会決議による配当金の総額には、「従業員株式給付信託（J-ESOP）および役員

株式給付信託（BBT）制度」が保有する当社株式に対する配当金1,866千円が含まれております。

 

２．株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2022年12月１日　至　2023年５月31日）

　当社グループは、建設工事に関連する地質調査、土質調査を中心に環境・防災・海洋調査業務等を行い、こ

れらに関連する測量、建設計画、設計等の業務および工事を営む単一事業の企業集団であることから、記載を

省略しております。

 

　Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2023年12月１日　至　2024年５月31日）

　当社グループは、建設工事に関連する地質調査、土質調査を中心に環境・防災・海洋調査業務等を行い、こ

れらに関連する測量、建設計画、設計等の業務および工事を営む単一事業の企業集団であることから、記載を

省略しております。

 

（収益認識関係）

　　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、次のとおりであります。

 

　前第２四半期連結累計期間（自　2022年12月１日　至　2023年５月31日）

（単位：千円）

 

建設コンサルタント事業

一時点で移転される

財又はサービス

一定期間にわたり移転

される財又はサービス
合　計

国・官公庁 123,324 786,911 910,235

地方公共団体 558,780 345,149 903,930

民間その他 775,349 1,677,965 2,453,314

顧客との契約から生じる収益 1,457,454 2,810,025 4,267,480

その他の収益 － － －

外部顧客への売上高 1,457,454 2,810,025 4,267,480
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　当第２四半期連結累計期間（自　2023年12月１日　至　2024年５月31日）

（単位：千円）

 

建設コンサルタント事業

一時点で移転される

財又はサービス

一定期間にわたり移転

される財又はサービス
合　計

国・官公庁 131,499 1,085,239 1,216,738

地方公共団体 655,126 472,205 1,127,331

民間その他 726,599 1,439,089 2,165,689

顧客との契約から生じる収益 1,513,225 2,996,534 4,509,759

その他の収益 － － －

外部顧客への売上高 1,513,225 2,996,534 4,509,759

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2022年12月１日
至　2023年５月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2023年12月１日
至　2024年５月31日）

１株当たり四半期純利益 209円21銭 230円21銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 181,851 200,569

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益（千円）
181,851 200,569

普通株式の期中平均株式数（株） 869,209 871,265

（注）１．「役員株式給付信託（ＢＢＴ）」制度に残存する当社の株式は、「１株当たり四半期純利益」を算定するため

の普通株式の期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております（前第２四半期連結累計期間

19千株、当第２四半期連結累計期間17千株）。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　2024年７月11日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）当第２四半期末配当による配当金の総額………22,224,825円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………25円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2024年８月５日

（注）　2024年５月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2024年７月11日

川崎地質株式会社

取締役会　御中

 

みおぎ監査法人

　東京都千代田区

 

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 中村　謙介

 

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 高野　将一

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている川崎地質株式

会社の2023年12月１日から2024年11月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2024年３月１日から2024年

５月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（2023年12月１日から2024年５月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、川崎地質株式会社及び連結子会社の2024年５月31日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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